
政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位
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後期基本計画 令和　４年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０５ 市政経営を支える効率的で安定した課税体制の実現

税務課長  藤島紀子

収納課長　小笠原直樹、保険年金課長　熊谷　明美

市行政を支える市税の適正な確保のため、事務の電子化の推進と人材資源の資質向上により、公正、適正な課税が進展し、

市民からの信頼性が確保された行財政基盤の安定化を目指します。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮 電子申告等の利用率

1 ら 59 61 63 65 65 -
％ 56.8

し 65.9 72.8 0 - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 63 67 71 75 75 -
％ 60.1

福 65.4 62.6 0 - - 0.0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

06050100 住民税・諸税の適正課税と電子化推進
暮

電子申告等の利用率
1 ら

59 61 63 65 65 -
し ％ 56.8

65.9 72.8 0 - - 0.0

06050200 固定資産税の適正課税と電子化推進
暮

固定資産評価審査委員会の容認決定件数
2 ら

0 0 0 0 0 -
し 件 0

0 0 0 - - 0.0
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析

認しながら省力化と正
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・税

２

務システムの標準化に
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ついて情報収集を進め

 

、計画的な対応に努め

基
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・公平・適正な
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課税を推進するため、

施

専門研修や内部研修に

策

よる職員の資質向上を

の

図り、知識が継承でき

実

チェック体制が十

分に

現

機能し、法制も含めた

に

専門性の高い組織を検

影

討し改善します。

(３

響

) 基本計画期間及び

す

令和 4年度重点課題

る
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適正な課税を進め

会

る中で、市民からの信

環

頼性の向上や職員の士

境

気が高まるものと考え

変

ていますので、事務の

化
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並行し
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て、継続的に展開する
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必要があります。

) 政策との関連性

３．基本施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 基本施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針
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税務課長  藤島紀子

収納課長　小笠原直樹、保険年金課長　熊谷　明美

・賦課徴収管理システムの円滑な運用により事務の省力化と正確性を推進する必要があります。また、自治体システムの標

準

政

化について、計画的に

 

準備を進めていく必要

 

があります。

・適正課

 

税については、各種研

 

修や業務を通じた内部

策

研修等で確保されてい
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ますが、毎年度の税制

基
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解

釈について深く理解
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．
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現
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改正については、税制
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への理解を深めるとと
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もに、一層の適正課税

現

の継続が求められてい

状

ます。

適正で効率的な

を

課税は、行政運営の財

認
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識

自主財源確保の観点か
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管理システムの円滑な
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運用や事務改善により

)

事務の省力化を図りな

 

がら、各種研修により

基
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本
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。
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の
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進
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(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)
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税務課長  藤島紀子

収納課長　小笠原直樹、保険年金課長　熊谷　明美

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

06050100  住民税・諸税の適正課税と電子化推進
1

23,259 21,234 9.5 30,510 32,510 34,510 120,789

06050200  固定資産税の適正課税と電子化推進
2

34,996 32,844 6.6 19,435 32,844 33,852 121,127

06059000  【6-5 基本施策目標値入力用】
3

0 0 0.0 0 0 0 0


